



現代自動車グループ (以下, 現代) がある｡ 現
代は, 2004 年から 2009 年までのわずか 5 年の
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キーワード 自動車部品企業, 生産現場能力, 技術, 技能
トヨタ 現 代
世 界
2004 710.5 (11.6) 3 位 313.3 (5.1) 7 位
2009 771.8 (11.9) 1 位 515.8 (7.9) 5 位
中 国
2004 8.9 (3.0) 8 位 20.1 (6.0) 6 位
2009 63.6 (6.2) 6 位 81.2 (7.9) 4 位
インド
2004 4.8 (4.6) 5 位 14.0 (13.5) 3 位
2009 5.4 (3.0) 7 位 29.0 (16.0) 2 位
表 1 トヨタと現代の自動車販売台数および占有率
























































お, 小池 (1997) が日本企業の競争力の源泉と
して注目している知的熟練は本論文の技能に当
たる｡ 生産現場での技術としては機械設備, 治
























































できる (Piore & Sabel, 1984)｡













































中京経営研究 第21巻 第1・2号 21
術に再び現場作業者の技能と熟練を繋ぎ合わせ
たことである｡ トヨタ生産システムの特徴であ
る, にんべんの付く自働化, 多能工化, 現場作
業者の品質保証と保全業務への関与, 現場監督
者と作業者による標準作業の作成と改善, など








る (Womack et al., 1990)｡ そして 2008 年に
トヨタは 77 年間世界自動車生産台数で首位を







るだけで, 改善, 保全, 品質の作り込みなどは
あまり期待されていない (呉, 2000a, 2000b,











く, 上塗り設備の増強であった (呉, 2000a)｡
また, 現代におけるトヨタ生産方式の導入に
おいても, エンジニア主導の導入であったこと























JA 社は 1949 年に設立されたトヨタ系列の
総合自動車部品メーカーである｡ 連結子会社は
国内外を含めて 184 社に及び, 連結基準の総売
上高は約 3 兆円, 全世界の従業員は約 12 万名
である (2010 年 3 月現在)｡ 会社組織は 5 つの
事業グループと 6 つの機能部署に分かれる｡ 6
つの機能部署には 5つの事業グループを支援す
る技術開発センター (技術企画, 技術管理, 知
的財産, 基礎研究所, 開発) と生産推進センター
(品質管理, 安全環境, 生産技術, 材料技術,
工機, 試作, 生産企画) が含まれる｡






この工場は 1970 年に操業開始した工場で, 従
業員総数は 7,900 名である (2010 年 1 月現在)｡
本工場は総 12 棟で構成されている JA 社の日
本国内最大の工場で, その中の 6棟が熱事業グ
論 文















ブラケットの装着, ろう付け, 外観検査, 気密


































































(商品企画, 原価企画, パラメーター設計, 公
自動車部品企業の生産現場能力に関する日韓比較
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差設計) と生産技術 (新材料, 新加工法, 専用































制を構築する活動である｡ 稼働率, 製品 1個あ



























は, 母会社の KA 精工の売上を上回るまでに
成長した｡ 2010 年には約 4 千億ウォンの売上
を予測している｡ KA グループには, 他にも
KA重工業, KA冷機, KA電子などがある｡
KA社の組織は, 経理チーム, 企画室, 営業
本部, 生産本部, 技術研究所, 品質本部, 購買
チームの 7 つの部署に分かれている｡ 2010 年
現在の従業員数は総 450 名, そのうち生産職は
240 名, 研究職が 100 名, 管理事務職が 110 名
である｡
KA 社は 1997 年の経済危機の際に, 主な納
入先であった起亜自動車の倒産によって経営危
機に落ちいり, 大規模 (約 50％) な雇用調整
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資本提携当時は, 日本の JA 社が資本参加









う｡ 生産本部 (250 名) は, 製造チーム, 生産
技術チーム, 工務チーム, 資材管理チーム, 生
産管理チーム, 管理チームに分かれる｡ 製造チー
ムは, 作業者管理, 時間管理, 改善, OJT,
などを担当している｡ 大規模な教育は管理チー






















実は, KA 社は, JA 社との提携以前から日
本的な生産方式の導入に積極的であったという｡
そのため改善活動や提案制度, QC 活動, など
にも慣れていた｡ しかし, 1997 年の経済危機
による経営危機を境目に大きな方向転換があっ































れているのが品質本部であるという｡ 約 40 名
で構成されている品質本部は, 品質管理, 品質
















設備, 自動化, 工程設計, ラインコンセプト,














いう｡ 非常に高価な設備で (導入当時 40億ウォ












約 4千億円, 全世界の従業員は約 6,600 名であ




作業者 200 名, 運搬 200 名, 保全 30 名, その
他 (検査, 管理) 20 名で構成されている｡ 工
場のすぐ隣には本社所属のテクニカルセンター
が立地している｡ テクニカルセンターの人員構
成は, 設計 150 名, 生産技術 150 名, 品質保証
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も分かるように, 技術力と品質管理能力を認め
られている韓国の代表的な自動車部品メーカー
である｡ 従業員の総数は約 800 名 (事務職 400









KB 社の生産現場の生産作業者は 273 名, そ
の上に組長 32 名, 班長 14 名の人員構成になっ
ている｡ 生産の間接は保全 16 名, 生産技術 14




















装置 (fool proof device) や IT が駆使されて
おり, 現場作業者は ｢Button man｣ と呼ばれ
ている｡
KB 社のラインの自動化は 5 年周期で自動車
のモデルが変わるときや生産量が増えるときに,
改善された新しいラインを導入する形で漸進的
に行われた｡ 例えば, 2008 年に 1,046 台であっ
た各種設備の数が 2010 年には 1,158 台に増え
ている｡ そのうち, ロボットは 155 台から 170
台へ, 自動溶接機は 326 台から 369 台へ増加し
ている｡ KB 社は, 生産量が今の 10 分の 1 で






















































る｡ 会社は 2002 年以降自然減少の補充以外に
は正規の現場作業者の採用を行っていない｡ そ
のせいもあって, 現場の平均年齢は 40 歳を超













































































































まで及んでいるのは JA社のみで, JB社, KA























JA 社と KB 社において早い段階から両者の摺









































































本研究には, 平成 22 年中京大学特定研究助





1 2010 年 11 月に行ったインタビュー調査に基
づいている｡ チョ・銭 (2011b) における C 社
の事例をベースに本論文の観点から加筆修正を
行い再整理したものである｡
2 2010 年 12 月に行ったインタビュー調査に基




4 2010 年 11 月に行ったインタビュー調査に基
づいている｡ チョ・銭 (2011b) における E 社
の事例をベースに本論文の観点から加筆修正し
再整理したものである｡
5 2010 年 12 月に行ったインタビュー調査に基
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